
平成２５年度青森県通信販売対応型製品モデル創出支援事業費補助金交付要綱

平成２５年５月３１日制定

（趣旨）

第１ 県は、通信販売業態における販売促進を図るため、県内に本社及び製造に携わる拠

点を有する企業が行う通信販売に関係する製品開発及び製品ＰＲに要する経費について

、平成２５年度予算の範囲内において、当該企業に対し、青森県通信販売対応型製品モ

デル創出支援事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付

については、青森県補助金等の交付に関する規則（昭和４５年３月青森県規則第１０号

。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。

（定義）

第２ この要綱において、「通信販売対応型製品モデル創出支援事業」とは、次に掲げる

要件を全て満たした事業とする。

（１）県内に本社及び製造に携わる拠点を有する企業が行う取組であること。

（２）通信販売で収益拡大を目指す取り組みであること。

（３）通信販売業態での販売促進に向けた本県のモデルとなる取り組みであること。

（補助対象経費及び補助金の額）

第３ 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助金の額

は、別表のとおりとする。

（申請書等）

第４ 規則第３条第１項の申請書は、第１号様式によるものとする。

２ 規則第３条第２項及び第３項の規定により前項の申請書に添付しなければならない書

類は、次のとおりとする。

（１）定款の写し及び登記事項証明書

（２）決算報告書など事業運営の内容を判断できる書類

（３）事業費の積算を示す資料

（４）その他知事が必要と定める書類

（補助金の交付の条件）

第５ 次に掲げる事項は、補助金の交付の決定がなされた場合において、規則第５条の規

定により付された条件となるものとする。

（１）補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）について、補助対象

経費の３０パーセントを超える増減を伴う変更を加える場合において、事業変更承認

申請書（第２号様式）を知事に提出してその承認を受けること。

（２）補助事業を中止し、又は廃止する場合において、事業中止（廃止）承認申請書（第

２号様式）を知事に提出してその承認を受けること。

（３）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合

において、速やかにその旨を知事に報告してその指示を受けること。

（４）補助事業の状況、補助事業の経費の収支その他補助事業に関する事項を明らかにす

る書類、帳簿等を備え付け、これらを平成２６年４月１日から５年間保管しておくこ



と。

（申請の取下げの期日）

第６ 規則第７条第１項の規定による補助金の交付の申請の取下げの期日は、補助金の交

付の決定の通知を受けた日から起算して１５日を経過した日とする。

（補助金の交付方法）

第７ 補助金は、補助事業の完了後交付する。

（補助金の請求）

第８ 補助金の請求は、補助金請求書（第３号様式）を知事に提出して行うものとする。

（実績報告）

第９ 規則第１２条の規定による報告は、補助事業の完了の日（補助事業の廃止の承認を

受けた場合は、その日）から起算して３０日を経過した日又は平成２６年４月１４日の

いずれか早い期日までに事業完了（廃止）実績報告書（第４号様式）に次に掲げる書類

を添えて行うものとする。

（１）事業費の内訳を示す資料

（２）その他知事が必要と認める書類

附 則

この要綱は、平成２５年５月３１日から施行する。



別表（第３関係）

補助対象経費 補助金の額

県内に本社及び製造に携わる拠点を有する企業が行う通信販 左の経費の２分の

売対応型製品モデル創出支援事業に要する次に掲げる経費 １に相当する額又は

２，０００千円のい

１ 通信販売用製品モデル企画作成等経費 ずれか低い額以内の

モデルとなる製品企画・計画を策定するために必要な以下 額

の経費

（１）講師等との打合せ旅費・会議費等の事務費

（２）企画・計画策定や業務の遂行に必要となるコンサルティ

ング経費又はリサーチ経費

（３）講師・専門家に対する謝金・旅費・委託料

（４）その他知事が必要と認める経費

２ 製品モデル開発経費

モデルとなる製品を開発するために必要な以下の経費

（１）デザイン・パッケージ製作など製品開発に係る専門家等

への謝金、旅費、需用費、役務費、委託料

（２）試作品・成果品のデザイン・パッケージ製作など製品モ

デル開発に係るコンサルティング経費

（３）その他知事が必要と認める経費

３ 製品モデルＰＲ経費

モデル製品を周知するために最低限必要な以下のＰＲ経費

（１）広告宣伝費

（２）パブリシティ獲得に要する媒体招聘等関係費

（３）その他、モデル製品の周知・販売促進に結びつくと見込

まれる経費


